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地　方　消　費　税
　この税は、国の税金である消費税と同様に、国内での商品の販売、サービスの提供および輸入される貨物に対し
て課税される都道府県税です。

納  め  る  人

納  め  る  額

申告と納税
　●譲渡割（国内取引）
　　当分の間、消費税の申告とあわせて、国（税務署）に申告し、納付します。
　　個人事業者…原則として1月1日～12月 31日の期間分として、翌年の3月末日までに申告して納めます。
　　法　　　人…原則として事業年度終了の日から2月以内に申告して納めます。
　　※直前の課税期間における年税額が一定額を超える事業者は、中間申告と納付が必要です。
　●貨物割（輸入取引）
　　消費税の申告とあわせて、外国貨物を保税地域から引き取るときまでに、所轄の税関に申告し、納付します。

都道府県間の清算
　地方消費税は、国の消費税と同様に、税負担を最終消費者に求める税であるため、都道府県間において消費関連
の指標等により清算を行い、消費地と課税地の一致のための調整を行います。

市町への交付金
　県は、清算を行った後の地方消費税額の2分の1に相当する金額を、県内の市町に対して人口および従業者数であん分して交付します。

区　　分 　納　税　義　務　者 （　国　の　消　費　税　と　同　じ　）
譲　渡　割 国内取引で、商品の販売やサービスの提供などを行った事業者
貨　物　割 輸入取引で、課税貨物を保税地域から引き取る者

※保税地域とは、外国から日本に運び込んだ貨物を置いていても、関税（国税）の支払いが猶予される場所です。

運用開始日
区　分 平成26年4月1日 令和元年10月1日

地方消費税率
1.7%

（消費税額の17/63）

標準税率 軽減税率
2.2%

（消費税額の22/78）
1.76%

（消費税額の22/78）

考
参 消費税率 6.3% 7.8% 6.24%

合計 8% 10% 8%
引上げ分の地方消費税の収入は、社会保障4経費（年金、医療、介護、少子化対策）その他社会保障施策に要する経費に充てられます。

製造業者

ａ県税務署
申告納税

地方消費税払込

消費税収
7,800

1,100 440

1,100

商業統計等を用いた消費基準による清算 福井県の地方消費税収　2,200

440

660

3,900 1,560 2,340

1/2

福井県

卸売業者 小売業者 消　費　者

支払総額　110,000

消費者が負担した
消費税・地方消費税
　　　　 10,000
（A・B・Cの合計）

ａ県国

ｂ県税務署

ｂ県

県内税務署

福井県 県内市町

売上げ　50,000
消費税①　5,000

消費税・地方消費税
納付税額Ａ
①=5,000

売上げ　70,000
消費税②　7,000

仕入れ　50,000
消費税①　5,000

消費税・地方消費税
納付税額Ｂ

②－①=2,000

売上げ　100,000
消費税③　10,000

仕入れ　70,000
消費税②　7,000

消費税・地方消費税
納付税額Ｃ

③－②=3,000

■地方消費税の
　仕組み
（例：10％の場合）

消費税インボイス制度について
　令和5年10月 1日から適格請求書等保存方式（インボイス制度）が開始されました。

igenzeiritsu/invoice.htm検　索国税庁　インボイス制度


